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Ａ．研究目的 
 本分担研究では、風しん抗体検査・ワク
チン・クーポンの配布対象世代に対するど
のような働きかけが検査、ワクチン接種実
績の上昇に結びつくか、行動経済学的に検
討し、より効果的な普及啓発の実施方法を
明らかにすることを目的とする。ナッジ
（損失の強調、人々の利他性の喚起、社会
規範の強調、コミットメントの使用等、社
会的に望ましい行動を促進する仕組み）の
活用により、抗体検査・ワクチン接種促進
にどのようなメッセージや広告が有効かを
行動経済学的に明らかにし、本対策に効果
的なメッセージを開発する。風しん予防行
動を阻害する要因を明らかにすると共に、
その解決策を提示する。 
 
Ｂ．研究方法 
 行動経済学的研究については、2020年に
行った前回研究（厚生労働行政推進調査事
業費補助金「風疹予防接種促進に関する行
動経済学的研究」19HA2002大竹）で得られ
た利他的メッセージが受診を促す効果をも
っているという知見を前提にして研究を行
った。ただし、前回の研究では、①既に自
然感染によって風しん抗体を保有している
と誤解している人への行動促進の検討、②
メッセージ効果の異質性についての分析、
③クーポン配布対象へのメッセージの効果
的な届け方、④今までの対策で検査を受け
ていない人の特性の考慮などについては分
析されていない。そこで、つぎのように研
究を進めた。 
 

(１)自治体におけるリーフレット配布の
効果検証 
茅ヶ崎市、つくば市で、抗体検査・ワク

チン接種クーポンの自治体配布の際に、ク
ーポンに同封するメッセージや封筒のデザ
イン等について、前回研究の成果をベース
に最も効果が高いと考えられるものを一式、
複数パターン作成し、提案する。行動経済
学的に異なる工夫をしたいくつかのクーポ
ン一式をランダムに送付し、抗体検査の受
検率、ワクチン接種率のグループ間比較を
行う。 
・茅ヶ崎市における実験デザイン 
 統制群：茅ヶ崎市が事前に用意していた
抗体検査クーポンに同封する郵送物のみ、
ナッジ介入群A：統制群に我々が作成した
リーフレットを追加、ナッジ介入群B：ナ
ッジ介入群Aに加えて、封筒にメッセージ

を追加。 
 居住地区内で2021年度までの風疹対策で
抗体検査とワクチン接種を受けていない対
象者を３つのグループにランダム化し、均
等に割り付けた。各グループは、約7,500人
ずつであった。 
・つくば市における実験デザイン 
４つの実験群を設定した。統制群：つくば
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市が事前に用意していた郵送物のみ。ナッ
ジA:我々が作成したリーフレットを追加。
ナッジB：統制群の内容で封筒にナッジメ
ッセージを追加。ナッジC：ナッジAに封筒
にナッジメッセージを追加。 
 ８つの地区から属性の似た２地区を選び、
その中に、リーフレット介入をランダムに
割り付ける。各地区の対象者を郵便番号、
地番、個人IDでソートし、前半の対象者に
封筒介入を行った。つくば市での介入は、
ナッジAとナッジCが約1,700人、ナッジBと
統制群が約1,100人を対象に行った。 
 両市とも、6月中旬にクーポン券を含む郵
送物を送付し、10月末に中間評価のための
抗体検査・ワクチン接種などの行政データ
の提供、3月末までの最終データの提供は、
2023年5月下旬になる予定である。 
 茅ヶ崎市では、2022年11月に、ナッジを
とりいれたリマインダーのハガキを郵送し
た。ナッジA,Bの群には、ナッジをとりいれ
たハガキ、統制群には従来の茅ヶ崎市が用
意したハガキを送付した。各群は約7,200人。 
 
（２）オンライン調査による効果検証 
全国のクーポン配布対象者に対し、オン

ライン調査で、抗体検査受検促進のランダ
ム化比較試験を行った。調査は、マイボイ
スコム株式会社に依頼し、調査対象者は、
マイボイスコムの登録モニターである。 
調査は二回に分けて実施した。一回目は、

情報介入と風疹の抗体検査の受検意思につ
いてのアンケート調査を実施した。具体的
には、回答者を７つのグループにランダム
に分けて、ワクチン接種を促すメッセージ
を示して、その効果を検証した。調査は、2
022年8月1日から8月4日までで、抗体検査未
受検者1万人を対象にした。 
各グループのメッセージは、次の通り。 

①[統制群]：統制群として風疹に関する情
報提供がないもの 

②[強制介入群(厚労省)]:厚生労働省が従来用
いてきたメッセージを回答者に強制的に
見せるもの 

 
③[強制介入群(認識修正＋厚労省)]風疹のワ

クチンを子供の頃に接種したという誤認
識と、妊婦の風疹感染が胎児に影響を与

えるという医学的知識をわかりやすく伝
えるリーフレットと②で用いた厚労省の
資材を強制的にみせるもの 

 
 
④[封筒・オプトイン介入群（厚労省）]:従

来の封筒デザインを見せて、次の情報を
受けるかどうかを選択させ、選択した人
にのみ、②のグループで用いた厚生労働
省からの資材を見せるもの 

⑤[封筒・オプトイン介入群（認識修正＋厚
労省）]:従来の封筒デザインを見せて、
次の情報を受けるかどうかを選択させ、
選択した人にのみ、③のグループで用い
た誤認識修正リーフレットと厚労省の資
材を見せるもの 

 

 
⑥[ナッジ封筒・オプトイン介入群（認識修

正＋厚労省）]:封筒に「43歳から60歳男
性のみなさんへ、風しんの抗体を持って
いると思い込んでいませんか？」という
封筒を開ける意欲を高めるメッセージを
入れたものを提示した上で、次の情報を
受けるかどうかを選択させ、選択した人
にのみ、③のグループで用いた誤認識修
正リーフレットの資材を見せるもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦[強制介入群(動画+厚労省)] ③で用いた認
識修正のリーフレットを音声付き動画で
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強制的にみせるもの 
 

 
これらのメッセージの後、風しん抗体検

査・ワクチン接種意欲を質問し、メッセー
ジの効果を検証した。 

 

 
 
二回目は、一回目の調査後から、情報提

供の方法で抗体検査受検比率、ワクチン接
種率が異なってくるかを検証した。二回目
の調査は、2023年3月17日から3月28日にか
けて、第一回目の回答者のうち7,466人を対
象にした。また、情報提供をしていない対
象者として1,016人も対象に調査した。 
上記の分析結果をもとに、抗体検査受検

促進のための2分程度の動画と15秒の動画を
作成し、動画広告をYouTubeで流し、動画
視聴数の動きを分析する。この時に、45歳
から65歳の男性に広告を流し、43歳と44歳
のグループとの比較から抗体検査受診への
影響を検証できるようにする。 
さらに、研究成果をもとに、抗体検査・

ワクチン接種を促進するためのポスター・
リーフレットを作成し、都道府県及び市町
村に１か所当たり約６枚のポスターと145枚
のリーフレットを配布した。 
 ナッジ研究の結果を使い、厚生労働省が
例年２月４日の風しんの日に実施している
風しん対策啓発イベントのような、風しん
抗体検査受検及びワクチン接種を啓蒙する
イベントを企画し、実施した。 
 抗体検査の受検・ワクチン接種可能な医
療機関の検索機能をもった風しんの抗体検
査受診・ワクチン接種に関するウェブサイ
トを構築し、公開した。 
 
（倫理面への配慮） 
大阪大学大学院経済学研究科倫理委員会で
茅ヶ崎市の調査(令和4年5月12日および11月
14日)、つくば市の調査(令和4月27日)、オン
ラインアンケート調査(令和４年7月14日)の
承認を受けた。また、大阪大学感染症総合
教育研究拠点倫理委員会で、茅ヶ崎市の調
査（令和4年5月6日）、つくば市の調査（令
和4年4月28日）、オンラインアンケート調
査（令和４年7月8日）の承認を受けた。 
 
本研究で用いられるデータは、全て個人が
特定できない情報として調査会社および自
治体から提供されている。 
 
Ｃ．研究結果 
（１）自治体におけるリーフレット配布の
効果検証 
・茅ヶ崎市での抗体検査実施率 
 ナッジAとナッジBは、抗体検査受検率を
統制群よりも0.319%ポイント統計的に有意
に高めていた。 
 

 
・つくば市での抗体検査受検率 
 つくば市では、ナッジ介入は、統制群よ
りも0.7%ポイント高めていたが、統計的に
は有意な差ではなかった。 
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（２）オンライン調査の結果 
 情報介入をしていない人で抗体検査を受
ける意思がある人の割合は、51.4%であり、
厚労省のメッセージで8.9%ポイントその割
合が上昇し、認識修正リーフレットの提示
で12.4%ポイント上昇した。さらに、動画で
の説明では17.4%ポイント上昇した。厚労省
の説明資材と認識修正リーフレットの差は、
3.5%ポイント、動画との差は8.4%ポイント
で、いずれも統計的に有意な差であった。 
 

 
 封筒を開封させるタイプと強制的に情報
提供をするタイプでは、封筒を開封させる
選択肢を取り入れた方が、強制的に情報提
供をするよりも効果的であった。封筒の開
封という作業が、サンクコストバイアスを
通じて、コミットメントメカニズムとして
機能する可能性を示している。 
 一方、動画による説明を強制的に見せる
場合は、封筒開封の効果より大きい。動画
をテレビ、SNS、鉄道車両内などでの広告
として強制的に見せることによる情報伝達
による抗体検査受診意欲向上効果があるこ
とを示唆することになっている。 
 第二回目の調査結果について、暫定的な
分析結果は、抗体検査受検率が極めて低く、
受検意欲で示された効果が十分に観察され
ていない。この理由は、介入が行われた時
期に、新型コロナ感染症の感染拡大で、外
来診療が逼迫しており、抗体検査の予約が
取りにくい状況にあったことが考えられる。 
 

（３）つくば市における2019年度の風疹抗
体検査クーポン送付の効果検証 
 2019年度では、46歳以下の対象者にはク
ーポンを送付し、47歳以上の対象者にはク
ーポンを送付しなかったが、自治体に発行
依頼をすればクーポンを利用可能だった。4
7歳以上と未満では、どちらも無料で抗体検
査・ワクチン接種が可能であったが、クー
ポンが送付されるか、自分で申し出るかの
違いがあった。クーポン送付の効果検証に
ついて行政データを利用して行った。 
 この結果クーポン送付によって抗体検査
受検率は、19.6%ポイント上昇した。 
 

  
また、ワクチン接種率は、5.6%ポイント

上昇した。 
 

 
 
（４）風しんの日のイベントと動画の制作 
 
・風しんの日イベント 

2023年2月4日に風しんの日イベントをYo
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utubeでライブ配信し、アーカイブも動画配
信している。ゲストに、元陸上選手で風疹
クーポン対象世代の為末大、起業家の椎木
里佳、イラストエッセイストの犬山紙子の
各氏を迎え、産婦人科医の倉澤健太郎、神
奈川県衛生研究所所長の多屋馨子、行動経
済学者の佐々木周作と大竹文雄の解説で、
「アイディア募集！風しん抗体検査」とい
うタイトルで開催した。2023年4月22日時点
で408回視聴されている。 

 
・動画の制作 
 風しん抗体検査・ワクチン接種の必要性
を対象世代に訴えかけるために、本プロジ
ェクトで効果があると判明したメッセージ
をコミカルな動画として2分30秒のものと15
秒版のものを作成した。２分30秒のものは、
風疹の日のイベントで紹介するとともに、
Youtube広告として流した。動画の視聴率は
高く、2023年2月から3月にかけて視聴回数
は合計234万回に達した。 
 

 

 
 
・自治体職員のためのガイドブック 

 抗体検査・ワクチン接種を促進するため
に本研究プロジェクトで判明した内容を自
治体担当者が活用するためのガイドブック
を作成し、各自治体に送付するとともに、
ホームページで公開した。 

 
・ポスター・リーフレットの制作と自治体
への送付 
 本事業で効果が認められた行動経済学的
メッセージをもとにしたリーフレットとポ
スターを制作し、自治体に配布するととも
にホームページからダウンロード可能にし
た。 

 
 
・医療機関検索機能付きホームページの制
作 
 本事業での研究結果をもとに作成した動
画、ポスター、リーフレット、ガイドブッ
クを掲載するとともに抗体検査・ワクチン
接種を行う医療機関の検索機能をもったウ
ェブサイトを構築し、公開した(https://www.
cider.osaka-u.ac.jp/rubella/)。 
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Ｄ．考察 
 自治体における行動経済学を活用したリ
ーフレットの封入のフィールド実験の結果
から、ナッジは抗体検査の受検率を引き上
げるのに有効に機能することが示された。
また、オンライン実験も同様の結果を示し
ている。特に、子供の頃に風疹ワクチンを
接種したと思い込んでいる接種対象者が５
割を超えているという現状からは、そのよ
うな認識を修正するメッセージを強調した
リーフレットを配布することが有効である。
しかしながら、ナッジメッセージは抗体検
査の意欲を大きく高めたが、実際の抗体検
査受検率の引き上げ幅は低かった。これは、
クーポンが送付された６月から７月は、新

型コロナウイルス感染症の感染が拡大した
時期と一致し、検査を行う医療機関の外来
診療が逼迫したため、抗体検査の予約が取
りにくかったためと予測される。本研究結
果からは、抗体検査の受検意欲は約50％と
高く、ナッジによってそれを最大17%ポイ
ント引き上げることが可能であることが示
された。特に、動画を強制的に見せること
が効果的であった。 
 
 
Ｅ．結論 
本研究事業からクーポンの対象年齢の男性
がどのような情報提供を受けると、抗体検
査を受検する比率が高まるかが明らかにさ
れた。具体的には、「あなたがきっかけで、
妊婦さんが風疹に感染すると、あかちゃん
が心疾患、白内障、難聴をもって生まれて
くる可能性があります」という利他的なフ
レーミングで医学的な情報提供をすること
である。また、この世代の男性は、子供の
頃に風疹のワクチン接種をしたと思い込ん
でいる人が過半数であるので、その誤認識
を修正する情報提供が効果的である。情報
提供の手法としては、クーポン送付の際に
リーフレットを同封することに加え、Youtu
be広告などのように強制的に情報を目にす
るような手法が効果的である。 
 
 
 
 

  


